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※コード改訂案は、今後、東京証券取引所においてパブリック
コメントを実施する予定であり、確定前であることに留意。



企業の中核人材における多様性の確保

補充原則

２－４① 上場会社は、女性・外国人・中途採用者の管理職への登用等、中核人材

の登用等における多様性の確保についての考え方と自主的かつ測定可能な目標

を示すとともに、その状況を開示すべきである。

また、中長期的な企業価値の向上に向けた人材戦略の重要性に鑑み、多様性

の確保に向けた人材育成方針と社内環境整備方針をその実施状況と併せて開示

すべきである。

【原則４－11．取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

取締役会は、その役割・責務を実効的に果たすための知識・経験・能力を全体と

してバランス良く備え、ジェンダーや国際性、職歴、年齢の面を含む多様性と適正

規模を両立させる形で構成されるべきである。また、監査役には、適切な経験・能

力及び必要な財務・会計・法務に関する知識を有する者が選任されるべきであり、

特に、財務・会計に関する十分な知見を有している者が１名以上選任されるべきで

ある。

取締役会は、取締役会全体としての実効性に関する分析・評価を行うことなどに

より、その機能の向上を図るべきである。



取締役会の機能発揮①

原則４－８．独立社外取締役の有効な活用

独立社外取締役は会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に寄与するよ

うに役割・責務を果たすべきであり、プライム市場上場会社はそのような資質を十

分に備えた独立社外取締役を少なくとも２名３分の１（その他の市場の上場会社に

おいては２名）以上選任すべきである。

また、上記にかかわらず、業種・規模・事業特性・機関設計・会社をとりまく環

境等を総合的に勘案して、少なくとも３分の１以上過半数の独立社外取締役を選任

することが必要と考えるプライム市場上場会社（その他の市場の上場会社において

は少なくとも３分の１以上の独立社外取締役を選任することが必要と考える上場会

社）は、上記にかかわらず、十分な人数の独立社外取締役を選任すべきである。

補充原則

４－11① 取締役会は、経営戦略に照らして自らが備えるべきスキル等を特定した

上で、取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模

に関する考え方を定め、各取締役の知識・経験・能力等を一覧化したいわゆる

スキル・マトリックスをはじめ、経営環境や事業特性等に応じた適切な形で取

締役の有するスキル等の組み合わせを取締役の選任に関する方針・手続と併せ

て開示すべきである。その際、独立社外取締役には、他社での経営経験を有す

る者を含めるべきである。



取締役会の機能発揮②

補充原則

４－10① 上場会社が監査役会設置会社または監査等委員会設置会社であって、独

立社外取締役が取締役会の過半数に達していない場合には、経営陣幹部・取締

役の指名（後継者計画を含む）・報酬などに係る取締役会の機能の独立性・客

観性と説明責任を強化するため、取締役会の下に独立社外取締役を主要な構成

員とする任意の指名委員会・報酬委員会など、独立した指名委員会・報酬諮問

委員会を設置することにより、指名や・報酬などの特に重要な事項に関する検

討に当たり、ジェンダー等の多様性やスキルの観点を含め、これらの委員会の

独立社外取締役の適切な関与・助言を得るべきである。

特に、プライム市場上場会社は、各委員会の構成員の過半数を独立社外取締

役とすることを基本とし、その委員会構成の独立性に関する考え方・権限・役

割等を開示すべきである。



サステナビリティを巡る課題への取組み（人的資本への投資等）

補充原則
３－１③ 上場会社は、経営戦略の開示に当たって、自社のサステナビリティにつ

いての取組みを適切に開示すべきである。また、人的資本や知的財産への投資
等についても、自社の経営戦略・経営課題との整合性を意識しつつ分かりやす
く具体的に情報を開示・提供すべきである。
（略）

補充原則
４－２② 取締役会は、中長期的な企業価値の向上の観点から、自社のサステナビ

リティを巡る取組みについて基本的な方針を策定すべきである。
また、人的資本・知的財産への投資等の重要性に鑑み、これらをはじめとす

る経営資源の配分や、事業ポートフォリオに関する戦略の実行が、企業の持続
的な成長に資するよう、実効的に監督を行うべきである。


